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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）４０℃から７０℃の測定されたガラス転移温度（Ｔｇ）、および４０％以上の合
計重量固形分を有する、１０重量％から２５重量％のカルボキシ酸モノマーを共重合単位
として含む少なくとも１種のポリカルボキシエマルジョンコポリマー；ならびに
　（ｂ）第一ヒドロキシ基および少なくとも１つの追加のヒドロキシ基を含み、７００未
満の分子量を有する少なくとも１種のポリオール架橋剤、
　ここで、第一ヒドロキシ基当量：カルボキシ基当量の比が０．２５：１から２．０：１
である；
を含むバインダー組成物。
【請求項２】
　前記カルボン酸モノマーが、アクリル酸およびメタクリル酸からなる群から選択される
請求項１記載のバインダー組成物。
【請求項３】
　前記ポリカルボキシエマルジョンコポリマーが５，０００から１，０００，０００の重
量平均分子量を有する請求項１記載のバインダー組成物。
【請求項４】
　前記ポリカルボキシエマルジョンコポリマーが５０から３００ｎｍの粒子サイズを有す
る請求項１記載のバインダー組成物。
【請求項５】
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　１０００以下の分子量を有する少なくとも１種の低分子量多塩基性カルボン酸、酸無水
物またはその塩をさらに含む請求項１記載のバインダー組成物。
【請求項６】
　前記バインダー組成物が不織繊維を結合させるためのバインダー組成物である請求項１
記載のバインダー組成物。
【請求項７】
　（ａ）４０℃から７０℃の測定されたガラス転移温度（Ｔｇ）、および４０％以上の合
計重量固形分を有する、１０重量％から２５重量％のカルボキシ酸モノマーを共重合単位
として含む少なくとも１種のポリカルボキシエマルジョンコポリマー；ならびに
　（ｂ）第一ヒドロキシ基および少なくとも１つの追加のヒドロキシ基を含み、７００未
満の分子量を有する少なくとも１種のポリオール架橋剤、
　ここで、第一ヒドロキシ基当量：カルボキシ基当量の比が０．２５：１から２．０：１
である；
を含むバインダー組成物により結合された不織繊維を含む不織マット。
【請求項８】
　第一ヒドロキシ基当量：カルボキシ基当量の比が０．４：１から１．７５：１である請
求項１記載のバインダー組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、様々な用途の不織繊維を結合させるために有用な組成物である。
【背景技術】
【０００２】
　フェーシング層間に挟まれた石膏コアから形成されるウォールボードは、ほとんどの現
代建築の構造において使用されている。その様々な形態では、材料は、壁および天井など
の表面（内装および外装の両方）として用いられる。これは、設置、仕上げ処理、および
維持が比較的容易かつ安価であり、かつ好適な形態で、比較的耐火性である。石膏ウォー
ルボードおよび石膏パネルは伝統的に連続プロセスにより製造される。このプロセスにお
いては、無水硫酸カルシウム（ＣａＳＯ４）および硫酸カルシウム半水和物（ＣａＳＯ４

・１／２Ｈ２Ｏ、焼き石膏とも呼ばれる）の少なくとも１つ、水、および他の物質（硬化
促進剤、防水剤、強化材、ガラス繊維などを含み得る）を混合することにより、機械的ミ
キサー中で石膏スラリーをまず生成させる。石膏スラリーを、通常、連続して前進する下
部フェーシングシート上に堆積させる。様々な添加剤、例えば、セルロースおよびガラス
繊維をしばしばスラリーに添加して、石膏コアが乾燥または硬化する際に強化されるよう
にする。石膏コアおよびフェーシング間の接着を改善するために、デンプンをしばしばス
ラリーに添加する。連続して前進する上部フェーシングシートを石膏上に置き、上部およ
び下部フェーシングシートの端部を好適な接着剤を用いて互いに貼り付ける。シート間に
挟まれた未硬化石膏の一体になった連続平坦ストリップを生成させるために、フェーシン
グシートおよび石膏スラリーを平行な上部および下部形成プレートまたはロール間を通過
させる。このような未硬化石膏の平坦なストリップは、フェーシングまたはライナーと呼
ばれる。このストリップを、連続して移動するベルトおよびローラーの列の上で数分間輸
送し、この間にコアは水和して石膏（ＣａＳＯ４・２Ｈ２Ｏ）に戻る。このプロセスは通
常「硬化（ｓｅｔｔｉｎｇ）」と呼ばれる。その理由は、再水和した石膏は比較的硬いか
らである。石膏コアが十分に硬化したら、連続ストリップをさらに短い長さ、またはさら
には所定の長さの個々のボードもしくはパネルに切断する。
【０００３】
　切断工程後、石膏ボードを乾燥オーブンまたは釜中へ供給して、過剰の水を蒸発させる
。乾燥オーブンの内部で、ボードに乾燥加熱空気を吹き付ける。乾燥石膏ボードをオーブ
ンから取り出した後、ボードの端部を切り落とし、ボードを所望のサイズに切断する。ボ
ードは通常、建築産業に、名目上幅４フィート、長さ８から１２フィート以上、名目上厚
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さ約１／４から１インチのシートの形態で販売され、幅および長さの寸法がボードの２面
を規定する。
【０００４】
　場合によっては、石膏ボードの製造業者は、石膏ボードフェーシングシートを形成する
ためにクラフト紙などの紙を使用する。紙は低価格のために望ましいが、その使用に関連
する欠点がいくつかある。例えば、多くの用途では耐水性が要求されるが、紙フェーシン
グはこれを提供することができない。液体形体で直接、または高湿度にさらされることに
より間接的に水にさらされると、紙は、例えば、剥離などにより非常に劣化しやすくなり
、このことにより実質的にその機械的強度が損なわれる。さらに、石膏製品は典型的には
その構造的強度に対する主な一因としてフェーシングの一体性に依存する。その結果、紙
で表面仕上げされた製品は、一般に、外装、または湿度条件にさらされることが予想され
る他の建築用途に適さない。加えて、建物内部におけるカビの増殖および潜在的な健康上
の悪影響の問題に関心が高まりつつあり、このような作用は建物の入居者に影響を及ぼし
得る。石膏ボードの紙フェーシングは、木材パルプ、および水分または高湿度の存在下で
かかる微生物増殖のための栄養物として機能し得る他の有機物質を含む。さらに、紙で仕
上げ処理された石膏ボードは耐火性が欠ける。ビル火災の場合、露出した紙フェーシング
はすぐに燃え尽きてしまう。石膏それ自体は可燃性でないが、一旦フェーシングがなくな
ると、ボードの機械的強度は大きく損なわれる。その後のある段階で、ボードは非常に崩
れやすく、明らかで重大な影響を伴って下にある枠組み部材および建物の隣接する部分に
火が広がってしまう。燃えにくいフェーシングを有するボードは、少なくとも火災でより
長く存続し、従って、人および資産の両方を保護するのに非常に望ましい。
【０００５】
　紙フェーシングシートの使用に関連する欠点を考慮して、他の種類の材料がフェーシン
グシートとしてしばしば用いられる。このような物質の一つは、例えば、ガラス、ミネラ
ルウールまたはポリエステルなどの繊維状物質で作られた不織マットである。しばしば、
マットは、ランダムに配向し、バインダーで互いに固着された不織ガラス繊維で作られる
。これらのガラスマットは、フェーシングとして使用される場合、湿分の存在下で増加し
た寸法安定性、生物学的耐性、ならびに通常の紙フェーシング処理された石膏ボードより
もより高い物理的および機械的特性をもたらす。ボードの表面粗さに関連する問題は、連
続コーティングを適用することにより軽減され得る。典型的なコーティング組成物は当該
分野において周知である（例えば、米国特許出願公開番号２００５／０２３３６５７号参
照）。不織繊維用の従来のバインダーに関連する欠点は、これらが典型的にはホルムアル
デヒド系バインダーであることである。
　米国特許第６，２９９，９３６号は、（Ａ）フリーラジカル重合により得られる、少な
くとも１種のポリマーであって、≦５重量％のα，β－エチレン性不飽和モノ－またはジ
カルボン酸を共重合形態で含むポリマー；（Ｂ）フリーラジカル重合により得られる、少
なくとも１種のポリマーであって、≧１５重量％のα，β－エチレン性不飽和モノ－また
はジカルボン酸を共重合形態で含むポリマー；ならびに（Ｃ）少なくとも２つのヒドロキ
シアルキル基を有する少なくとも１種のアルカノールアミンを含む熱硬化性水性組成物を
開示している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】米国特許出願公開番号２００５／０２３３６５７号明細書
【特許文献２】米国特許第６，２９９，９３６号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　従来のフェーシングシートに関連する前記欠点に対処する代替バインダーが必要とされ
ている。本発明の一つの目的は、次の望ましい特性：耐火性、微生物増殖耐性、ホルムア
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ルデヒドフリーまたは費用効果性の少なくとも１つを、石膏ボードまたは不織繊維を含有
する他の物品に提供するバインダー組成物を提供することである。石膏ボードの取り扱い
、切断、および設置に必要な、乾燥強度、湿潤強度、および加熱／乾燥強度の少なくとも
１つにおいて、または不織繊維を含有する他の物品の性能に関して、従来のバインダーの
改善をもたらすバインダー組成物を提供することが、本発明のさらなる目的である。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の一つの態様は、（ａ）４０℃から７０℃の測定Ｔｇ、および４０％以上の合計
重量固形分を有する、１０重量％から２５重量％のカルボキシ酸モノマーを含む少なくと
も１種のポリカルボキシエマルジョンコポリマー；ならびに（ｂ）第一（ｐｒｉｍａｒｙ
）ヒドロキシ基および少なくとも１つの追加の（ａｄｄｉｔｉｏｎａｌ）ヒドロキシ基を
含み、７００未満の分子量を有する少なくとも１種のポリオール架橋剤、ここで第一ヒド
ロキシ基当量のカルボキシ基当量に対する比が０．２５から２．０である；を含むバイン
ダー組成物である。
【０００９】
　本発明のもう一つ別の態様は、本発明の第一の態様のバインダー組成物により結合され
た不織繊維を含む不織マットである。
【００１０】
　本発明のバインダーは、少なくとも１種のポリカルボキシエマルジョンコポリマーおよ
び少なくとも１種のポリオール架橋剤を含有する。ポリカルボキシエマルジョンコポリマ
ーは、共重合単位として、エマルジョンコポリマー固形分の重量基準で、１０重量％から
２５重量％、好ましくは１２重量％から２０重量％、最も好ましくは１４重量％から１７
重量％の、カルボン酸基、酸無水物基もしくはその塩、またはヒドロキシル基を有するカ
ルボキシ酸モノマーを含む。好適なカルボキシモノマーとしては、例えば、エチレン性不
飽和カルボン酸モノマー、例えば、メタクリル酸、アクリル酸、クロトン酸、フマル酸、
マレイン酸、２－メチルマレイン酸、イタコン酸、２－メチルイタコン酸、ａ，ｂ－メチ
レングルタル酸、モノアルキルマレエート、およびモノアルキルフマレート；エチレン性
不飽和酸無水物、例えば、無水マレイン酸、無水イタコン酸、無水アクリル酸、および無
水メタクリル酸；ならびにその塩が挙げられる。本発明の好ましい実施形態において、カ
ルボキシモノマーはアクリル酸またはメタクリル酸であってよい。
【００１１】
　カルボキシ酸（ｃａｒｂｏｘｙ　ａｃｉｄ）を任意の好適なモノマーと共重合させるこ
とができる。本発明の一つの実施形態において、カルボキシ酸を少なくとも１種のエチレ
ン性不飽和モノマー、例えば、アクリルエステルモノマーと共重合させる。好適なアクリ
ルエステルモノマーとしては、例えば、メチルアクリレート、エチルアクリレート、ブチ
ルアクリレート、２－エチルヘキシルアクリレート、デシルアクリレート、メチルメタク
リレート、ブチルメタクリレート、イソデシルメタクリレート、ヒドロキシエチルアクリ
レート、ヒドロキシエチルメタクリレート、およびヒドロキシプロピルメタクリレート；
（メタ）アクリルアミドもしくは置換（メタ）アクリルアミド；スチレンもしくは置換ス
チレン；ブタジエン；ビニルアセテートもしくは他のビニルエステル；アクリロニトリル
もしくはメタクリロニトリルなどが挙げられる。
【００１２】
　ポリカルボキシエマルジョンコポリマーは４０℃から７０℃、好ましくは４５℃から６
５℃、さらに好ましくは５０℃から６０℃のＴｇを有し、ここで、ＴｇはＡＳＴＭ３４１
８／８２、中点温度；温度およびエンタルピーについてインジウム標準を用いたセル較正
で、示差走査熱量分析により測定される。
【００１３】
　ポリカルボキシエマルジョンコポリマーは、４０％以上、好ましくは４０％から６０％
、さらに好ましくは４５％から５５％の合計重量固形分を有する。
【００１４】
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　本発明の一つの実施形態において、エマルジョンコポリマーは、５，０００から１，０
００，０００、好ましくは２０，０００から７５０，０００、最も好ましくは３０，００
０から６００，０００の重量平均分子量を有する。
【００１５】
　本発明のもう一つ別の実施形態において、エマルジョンコポリマー粒子は、５０から３
００ｎｍ、好ましくは７５から２２５ｎｍ、さらに好ましくは１２５から１７５ｎｍの粒
子サイズを有し得る。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　ポリカルボキシエマルジョンコポリマーは、通常の乳化重合により製造することができ
、このエマルジョンプロセスは当業者に周知である。
【００１７】
　乳化重合プロセスでは、コポリマー組成物の分子量を抑制するために、連鎖移動剤、例
えば、メルカプタン、ポリメルカプタン、およびハロゲン化合物を重合混合物において使
用できる。一般に、ポリマーバインダーの重量基準で、０重量％から１０重量％のＣ４－
Ｃ２０アルキルメルカプタン、メルカプトプロピオン酸、またはメルカプトプロピオン酸
のエステルを使用できる。
【００１８】
　低レベルのプレ架橋をもたらすために、少量の多エチレン性不飽和モノマー、例えば、
アリルメタクリレート、ジアリルフタレート、１，４－ブチレングリコールジメタクリレ
ート、１，６－ヘキサンジオールジアクリレートなどを用いることができる。多エチレン
性不飽和モノマーが使用される本発明のこれらの実施形態において、コポリマーの重量基
準で０．０１重量％から５重量％の量で、これらを使用することが好ましい。
【００１９】
　本発明のバインダーは、少なくとも１種のポリオール架橋剤をさらに含有する。「ポリ
オール」とは、本明細書において、少なくとも２つのヒドロキシル基を含有する化合物を
意味する。本発明のバインダーにおいて、第一ヒドロキシル基当量（ポリオールによる寄
与）のカルボキシ（－ＣＯＯＨ）基当量（エマルジョンコポリマー、可溶性コポリマーお
よび多塩基性カルボン酸による寄与）に対する比は０．２５から２．０、好ましくは０．
４から１．７５、さらに好ましくは０．５から１．６である。ポリオールがトリエタノー
ルアミンである本発明のこれらの実施形態において、ヒドロキシ対カルボキシ当量比は、
０．２５から１．０、さらに好ましくは０．４から０．８５、なお一層好ましくは０．５
から０．７である。ポリオールがグリセロールである本発明のこれらの実施形態において
、ヒドロキシ対カルボキシ当量比は、１．０から２．０、さらに好ましくは１．２５から
１．７５、なお一層好ましくは１．４から１．６であり、この場合、グリセロールは２つ
の活性ヒドロキシル基を有する。
【００２０】
　ポリオール架橋剤は、７００未満、好ましくは５００未満、さらに好ましくは２５０未
満の分子量を有する。
【００２１】
　好適なポリオールの例としては、例えば、トリエタノールアミン、ヒドロキシアミド基
含有ポリオール、グリコール、グリセロール、ペンタエリスリトール、トリメチロールプ
ロパン、ソルビトール、スクロース、グルコース、レゾルシノール、カテコール、ピロガ
ロール、グリコール化尿素、１，４－シクロヘキサンジオール、ジエタノールアミン、ト
リエタノールアミン、およびある反応性ポリオール、例えば、β－ヒドロキシアルキルア
ミド、例えば、米国特許第４，０７６，９１７号（これによって、参照により本明細書に
組み込まれる）の教唆に従って製造されうるようなビス－［Ｎ，Ｎ－ジ（β－ヒドロキシ
エチル）］アジパミドがあげられるか、または少なくとも２つのヒドロキシル基を含有す
る付加ポリマー、例えば、ポリビニルアルコール、部分加水分解ポリビニルアセテート、
およびヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレー
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トなどのホモポリマーもしくはコポリマーであってよい。本発明の好ましい実施形態にお
いて、ポリオールはトリエタノールアミンまたはグリセロールである。
【００２２】
　本発明に関して有用なヒドロキシアミドは、Ｓｗｉｆｔの米国特許第４，０７６，９１
７号、およびＡｒｋｅｎｓの欧州特許第０，５１２，７３２号に記載されているものを包
含する。ポリオールがヒドロキシアミドである本発明のこれらの実施形態において、次式
（Ｉ）の反応性β－ヒドロキシアミド基含有ポリオールであるのが好ましく、これは、ラ
クトンまたは他の環状エステルとアルカノールアミンと反応生成物である：
【化１】

（式中、ＲおよびＲ”は独立して、Ｈ、または任意の一価Ｃ１～Ｃ１８直鎖または分岐ア
ルキルを表し、このアルキルは、１または２個のアリールもしくはシクロアルキル基を含
むことができるか、または１以上のヒドロキシル、アミン、チオール、アミド、カルボキ
シルもしくはアルケニル基、またはその組み合わせで置換されていてもよく；Ｒ’は、共
有結合または二価Ｃ１～Ｃ５アルキレン基のいずれかを表し、ここで、アルキレン基はア
ルキル置換基を有していてもよく；ｙは１または２の整数であり；ｘは０または１であり
、（ｘ＋ｙ）＝２である）。
【００２３】
　反応性β－ヒドロキシアミド基含有ポリオールは、１種以上のアルカノールアミンと、
１種以上のラクトンまたはラクチドとの反応生成物であり得る。好適なアルカノールアミ
ンは、例えば、モノ－またはジ－エタノールアミン、ならびに任意のＣ１～Ｃ１８直鎖ま
たは分岐α－アルキルおよび／またはアルケニル（ａｌｋ（ｅｎ）ｙｌ）置換モノ－また
はジ－エタノールアミン（ここで、アルキルおよび／またはアルケニル置換基は、アリー
ル、シクロアルキルおよびアルケニル基を含有し得る）を包含する。置換アルカノールア
ミンの例は、例えば、モノ－またはジ－イソプロパノールアミンおよび他のモノ－（１－
アルキルおよび／またはアルケニル）エタノールアミンまたはジ－（１－アルキルおよび
／またはアルケニル）エタノールアミンを包含する。好適なラクトンとしては、例えば、
Ｃ２～Ｃ８ヒドロキシカルボン酸のラクチド、グリコリド、およびラクトン、ならびにこ
れらの二量体およびオリゴマーが挙げられる。好ましいラクトンとしては、例えば、５～
７員環を含むもの、例えば、ε－カプロラクトン、γ－ブチロラクトンおよびその任意の
α－Ｃ１～Ｃ１８（アルキルおよび／またはアルケニル）一置換形体、例えば、α－メチ
ル－ε－カプロラクトンまたはα－メチル－γ－ブチロラクトンが挙げられる。
【００２４】
　反応性β－ヒドロキシアミド基含有ポリオール（Ｉ）は、ラクトンおよびアルカノール
反応物質を単に混合し、必要ならば、例えばラクトンの二量体またはオリゴマーを反応さ
せるときに加熱することにより、製造することができる。好ましくは、反応性β－ヒドロ
キシアミド基含有ポリオール（Ｉ）は、反応物質の「乾燥」または無水混合物で製造され
る。
【００２５】
　望ましいβ－ヒドロキシアミドポリオールは、ラクトンまたはラクチドとアルカノール
アミンとの反応により製造できる。この反応の具体的な、非制限的例は、カプロラクトン
またはブチロラクトンのいずれかをジエタノールアミンと反応させて、それらの対応する
β－ヒドロキシアミド生成物を形成することである。この反応により、揮発性の高い有機
副生成物は形成されない。ラクトンの加水分解により生成される酸（非－無水条件が使用
される場合）をはじめとする潜在的な副生成物、および未反応ジエタノールアミンは、硬
化して、熱硬化性ネットワークになり得る。従って、本発明の硬化性組成物は、これらで
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処理された基体からの浸出に抵抗する。
【００２６】
　ヒドロキシアミドは、好ましくは、バインダー中の合計固形分の１重量％～３０重量％
、さらに好ましくは５重量％～１５重量％の量で存在する。
【００２７】
　本発明の一つの実施形態において、ポリカルボキシエマルジョンコポリマーは、他のポ
リマーとブレンドされない。本発明の別の実施形態において、バインダー組成物は、１０
重量％未満、好ましくは６重量％未満しかカルボキシ酸モノマーを含有しないポリマーを
含まない。
【００２８】
　本発明のバインダーは、任意に、可溶性付加（コ）ポリマーであって、少なくとも２つ
のカルボン酸基、酸無水物基、またはその塩を含有するものを包含し得る。エチレン性不
飽和カルボン酸、例えば、メタクリル酸、アクリル酸、クロトン酸、フマル酸、マレイン
酸、２－メチルマレイン酸、イタコン酸、２－メチルイタコン酸；エチレン性不飽和酸無
水物、例えば、無水マレイン酸、無水イタコン酸、無水アクリル酸、および無水メタクリ
ル酸；ならびにその塩を、付加（コ）ポリマーの重量基準で、少なくとも７０重量％の量
で使用できる。さらなるエチレン性不飽和モノマーは、アクリルエステルモノマー、例え
ば、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリ
レート、２－エチルヘキシルアクリレートなどを包含しうる。
【００２９】
　少なくとも２つのカルボン酸基、酸無水物基、またはその塩を含有する可溶性付加（コ
）ポリマーは、約１，０００～１５０，０００の分子量を有し得る。
【００３０】
　少なくとも２つのカルボン酸基、酸無水物基、またはその塩を含有する可溶性付加（コ
）ポリマーは、ポリカルボキシエマルジョンコポリマーの合計重量基準で、０重量％～３
０重量％の量で使用できる。
【００３１】
　本発明の一つの実施形態において、バインダー組成物は、１０００以下、好ましくは５
００以下、さらに好ましくは２００以下の分子量を有する、少なくとも１種の低分子量多
塩基性カルボン酸、酸無水物またはその塩をさらに含有する。「多塩基性」とは、少なく
とも２つの反応性酸または酸無水物官能基を有することを意味する。好適な低分子量多塩
基性カルボン酸および酸無水物の例としては、例えば、マレイン酸、無水マレイン酸、フ
マル酸、コハク酸、無水コハク酸、セバシン酸、アゼライン酸、アジピン酸、クエン酸、
グルタル酸、酒石酸、イタコン酸、トリメリット酸、ヘミメリット酸、トリメシン酸、ト
リカルバリル酸（ｔｒｉｃａｒｂａｌｌｙｔｉｃ　ａｃｉｄ）、１，２，３，４－ブタン
テトラカルボン酸、ピロメリット酸、カルボン酸のオリゴマーなどが挙げられる。好まし
くは、低分子量多塩基性カルボン酸、酸無水物またはその塩を、ポリカルボキシエマルジ
ョンコポリマーと混合する前に、反応性条件下で、ポリサッカライドまたは植物性タンパ
ク質を用い下準備する。最も好ましくは、クエン酸を多塩基性酸として使用し、ヒドロキ
シエチル化コーンスターチをポリサッカライドとして使用する。
【００３２】
　本発明のバインダーはさらに、従来の処理成分、例えば、乳化剤；顔料；フィラーまた
はエキステンダー；移行防止剤（ａｎｔｉ－ｍｉｇｒａｔｉｏｎ　ａｉｄｓ）；硬化剤、
造膜助剤；界面活性剤、特に非イオン性界面活性剤；展着剤；鉱油粉塵抑制剤；殺生物剤
；可塑剤；オルガノシラン；消泡剤、例えば、ジメチコン、シリコーン油およびエトキシ
ル化非イオン性物質；腐食防止剤、特にｐＨ＜４で有効な腐食防止剤、例えば、チオ尿素
、オキサレート、およびクロメート；着色剤；帯電防止剤；潤滑剤；ワックス；酸化防止
剤；カップリング剤、例えば、シラン、特にＳｉｌｑｕｅｓｔ（商標）Ａ－１８７（コネ
チカット州ウィルトンにあるＧＥ　Ｓｉｌｉｃｏｎｅｓ－ＯＳｉ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｉｅ
ｓにより製造）；本発明のものでないポリマー；ならびに防水剤、例えば、シリコーンお
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よびエマルジョンポリマー、特に、エマルジョンポリマー固形分の重量基準で３０重量を
超える、Ｃ５以上のアルキル基を含有するエチレン性不飽和アクリルモノマーを共重合単
位として含有する疎水性エマルジョンポリマーを含有し得る。
【００３３】
　さらに、本発明は、本発明のバインダー組成物により結合された不織繊維を含有する不
織マットを包含する。繊維は、個々の繊維、複数の繊維を含有するストランド、およびロ
ービングを包含する多くの形態で用いることができる。ガラス繊維は、溶融したガラスを
ブッシングまたはオリフィスプレートを通して引き伸ばしてフィラメントにし、潤滑剤、
カップリング剤、およびフィルム形成性バインダー樹脂を含有する水性サイジング組成物
をフィラメントに適用することにより形成できる。サイジング組成物は、繊維をフィラメ
ント間摩耗から保護し、ガラス繊維と、このガラス繊維がその中で使用されるマトリック
スとの間の適合性を促進する。サイジング組成物を適用した後、湿潤繊維をまとめて１以
上のストランドにし、切断し、湿潤短繊維（ｗｅｔ　ｃｈｏｐｐｅｄ　ｆｉｂｅｒ）スト
ランドとして集める。
【００３４】
　本発明の一つの実施形態において、湿潤または乾燥不織繊維のウェブを形成し、このウ
ェブを、本発明のバインダー組成物がウェブに適用されうるバインダー適用ステーション
を通って移動するムービングスクリーンに移し、不織マットを作ることができる。例えば
、エアまたはエアレススプレー、パッディング、飽和、ロールコーティング、カーテンコ
ーティング、ビーター堆積、凝集またはディップおよびスクイーズ適用をはじめとする任
意の好適な手段により、バインダーをウェブに適用することができる。支持ワイヤまたは
スクリーン上の、得られた飽和湿潤バインダー付きウェブを、１以上の真空ボックス上を
通過させて、マット中の所望のバインダー含量を達成するのに充分なバインダーを除去す
ることができる。
【００３５】
　本発明の様々な実施形態において、不織マットは、ウェット・レイド（ｗｅｔ　ｌａｉ
ｄ）プロセスにより形成することができ、このプロセスにより、湿潤ガラス短繊維を繊維
供給システムからコンベアー上に堆積させることができる。様々な界面活性剤、粘度調節
剤、消泡剤、および／または他の化学物質を含むパルパーまたは混合槽中に、攪拌しなが
らガラス短繊維を入れて、ガラス短繊維スラリーを形成することができる。混合槽中の化
学物質の集合体は、通常、「白水（ｗｈｉｔｅ　ｗａｔｅｒ）」と称する。ガラス繊維ス
ラリーを、機械的チェスト（ｃｈｅｓｔ）を通過させ、一定量のチェストは白水中で繊維
をさらに分散させることができる。短ガラススラリーを次いで一定量のチェストから移し
、ファンポンプによりヘッドボックスへポンプで輸送することができる。ガラス繊維スラ
リーを次いで移動するスクリーンまたはワイヤ上に堆積させ、ここで、スラリーから、水
の実質的な部分をヘッドボックス内のヘッド圧での重力によって除去することができ、ウ
ェブを形成できる。過剰の白水を除去し、サイロ（ｓｉｌｏ）中に入れることができる。
白水を通常の真空または空気吸込システムによりウェブからさらに除去することができる
。バインダー組成物を次にバインダーアプリケーター、例えば、カーテンコーターにより
、ウェブに適用することができる。過剰のバインダーを、真空または空気吸込装置により
ウェブから吸引し、バインダー供給タンク中に入れることができる。
【００３６】
　不織マット中のバインダー量は、このマットが使用されることが意図される用途に応じ
て様々に変化させうる。不織マットに適用した後、熱を加えることにより、バインダー組
成物を硬化させることができる。
【００３７】
　バインダーが硬化した後、これを好適な組成物でコーティングして、特定の所望の添加
剤を供給するか、または特定の所望の特性、例えば、より良好な触感、滑らかさ、または
強度を得ることができる。好適なコーティングは当該分野において周知である。
【００３８】
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　本明細書において用いられる場合、「アルキル」という用語は、１以上の炭素原子を有
する脂肪族アルキル基を意味し、このアルキル基は、ｎ－アルキル、ｓ－アルキル、ｉ－
アルキル、ｔ－アルキル基または１以上の、５、６もしくは７員環構造を含む環状脂肪族
基を包含する。
【００３９】
　本明細書において用いられる場合、「水性」または「水性溶媒」という用語は、水なら
びに水および水混和性溶媒から実質的に構成される混合物を包含する。
【００４０】
　本明細書において用いられる場合、「バインダー固体の合計重量基準で」という語句は
、バインダー中の水以外の全ての成分（例えば、ポリ酸、エマルジョンコポリマー、ポリ
オールなど）の合計重量に対する所定の成分の重量を意味する。本発明のバインダーは、
水性であっても、あるいは乾燥していてもよい（基体への適用前に任意に水を添加する）
。
【００４１】
　本明細書において用いられる場合、特に定めのない限り、「コポリマー」という用語は
、独立して、コポリマー、ターポリマー、ブロックコポリマー、セグメント化コポリマー
、グラフトコポリマー、およびこれらの任意の混合物または組み合わせを包含する。（コ
）ポリマーとは、ホモポリマーまたはコポリマーを意味する。
【００４２】
　本明細書において用いられる場合、「エマルジョンポリマー」という語句は、乳化重合
により製造された水性媒体中に分散されたポリマーを意味する。
【００４３】
　本明細書において用いられる場合、「（メタ）アクリレート」という用語は、アクリレ
ート、メタクリレート、およびこれらの混合物を意味し、本明細書において用いられる「
（メタ）アクリル」という用語は、アクリル、メタクリル、およびこれらの混合物を意味
する。
【００４４】
　本明細書において用いられる場合、「（Ｃ３－Ｃ１２）－」または「（Ｃ３－Ｃ６）－
」などの語句は、それぞれ、３から１２個の炭素原子および３から６個の炭素原子を含む
有機化合物または有機化合物の構造的部分を意味する。
【００４５】
　本明細書において用いられる場合、特に定めのない限り、「分子量」という語句は、ゲ
ル透過クロマトグラフィー（ＧＰＣ）により測定されるポリマーの重量平均分子量を意味
する。ゲル透過クロマトグラフィーは、サイズ排除クロマトグラフィーとも呼ばれ、その
モル質量ではなく、その流体力学的サイズによりポリマー鎖の分布のメンバーを実際に分
離する。このシステムを次に、分子量および組成が既知の標準で較正して、溶出時間と分
子量を相関させる。ＧＰＣの技術は、Ｍｏｄｅｒｎ　Ｓｉｚｅ　Ｅｘｃｌｕｓｉｏｎ　Ｃ
ｈｒｏｍａｔｏｇｒａｐｈｙ、Ｗ．Ｗ．Ｙａｕ．Ｊ．Ｊ　Ｋｉｒｋｌａｎｄ．Ｄ．Ｄ．Ｂ
ｌｙ；Ｗｉｌｅｙ－Ｉｎｔｅｒｓｃｉｅｎｃｅ、１９７９、およびＡ　Ｇｕｉｄｅ　ｔｏ
　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ　Ｃｈａｒａｃｔｅｒｉｚａｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ
　Ａｎａｌｙｓｉｓ、Ｊ．Ｐ．Ｓｉｂｉｌｉａ；ＶＣＨ、１９８８、ｐ８１～８４で詳細
に議論されている。
【００４６】
　本発明のバインダーは、不織繊維を結合させるために有用であり、この繊維を、特に不
織ウェブに形成することができる。「不織ウェブ」とは、天然および／または合成繊維か
ら作られた物品またはシート様形態を意味し、このウェブにおいては、繊維はランダムま
たは半ランダム（即ち、意図的に整列されていない）配列に配列している。ウェブ形成プ
ロセスの間にある配列（主に機械方向で）の形成が生じるが、これは伝統的な機織または
編組プロセスから得られる配列と全く異なるものであることは、当業者には理解される。
ウェブの形成において使用される好適な繊維としては、これに限定されないが、ガラス繊
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維、セルロース、修飾セルロース（セルロースアセテート）、綿、ポリエステル、レーヨ
ン、ポリアクリロニトリル（ＰＡＮ）、ポリ酢酸（ＰＬＡ）、ポリカプロラクトン（ＰＣ
Ｌ）、ポリオレフィン、ならびにポリプロピレンおよびポリエチレンテレフタレートなど
の２種以上の繊維形成性ポリマーを含む二成分繊維が挙げられる。本発明に関する使用に
適した不織ウェブの定義には、化学的または機械的加工の作用により製造される多孔性フ
ィルム（たとえば、開口フィルム）が含まれる。本発明は、任意の重量の不織ウェブに関
して有用であり、特定の用途の要件に大きく依存する。不織ウェブを作るための製造プロ
セスは当該分野において周知である。これらとしては、例えば、ウェット・レイド、エア
・レイド（ドライ・レイド）、スパンボンド、スパンレース、メルトブローおよびニード
ルパンチが挙げられる。ウェブは、その意図される使用に適した任意の基本重量（ｂａｓ
ｅ　ｗｅｉｇｈｔ）（即ち、コーティングまたは処理剤が適用される前のウェブの重量）
を有し得る。本発明の一つの実施形態において、ウェブは、１平方メートルあたり１００
グラム（ｇｓｍ）未満の基本重量を有する。本発明の異なる実施形態において、ウェブは
約２０ｇｓｍ未満の基本重量を有するであろう。
【００４７】
　本発明の好ましい実施形態において、バインダー組成物はホルムアルデヒドフリーであ
る。「ホルムアルデヒドフリー」とは、本明細書において、添加されたホルムアルデヒド
が実質的になく、かつ乾燥および／または硬化の結果として、実質的なホルムアルデヒド
を放出しないことを意味する。水性組成物のホルムアルデヒド含量を最小限に抑えるため
に、ポリカルボキシエマルジョンコポリマーを製造する場合、それ自体ホルムアルデヒド
を含まず、重合プロセスの間にホルムアルデヒドを発生させず、耐熱性不織布の処理の間
にホルムアルデヒドを生成または放出しない重合補助剤および添加剤、例えば、開始剤、
還元剤、連鎖移動剤、硬化剤、殺生物剤、界面活性剤、乳化剤カップリング剤、消泡剤、
粉塵抑制剤、フィラーなどを使用することが好ましい。
【００４８】
　本発明の一つの実施形態において、バインダー組成物は、リン含有促進剤、たとえば、
米国特許第６，１３６，９１６号に開示されているものをさらに含有する。リン含有促進
剤は、リン含有基を有するポリマー、例えば、次亜リン酸ナトリウムの存在下、付加重合
により形成されるアクリレートポリマーであってよいが、本発明のバインダー組成物の一
部として機能し得る可溶性ポリマーとは異なる化合物である。本発明の好ましい実施形態
において、促進剤は、次亜リン酸ナトリウム、亜リン酸ナトリウム、またはその混合物で
あり、エマルジョンポリマーおよび可溶性ポリマー（もし使用されるならば）の合計カル
ボン酸重量基準で、１重量％から２０重量％、好ましくは５重量％から１５重量％のリン
酸ナトリウムが好ましい。１以上のリン含有促進剤を、バインダー固形分の合計重量基準
で、０重量％から４０重量％、好ましくは最高２５重量％まで、さらに好ましくは最高２
０重量％まで、なお一層好ましくは最高１５重量％まで、またはさらに好ましくは最高１
２重量％までの量で使用できる。リン含有促進剤は、バインダー固形分の合計重量基準で
、０．１重量％以上の量で使用できる。
【００４９】
　別の実施形態において、バインダー組成物は１種以上の強酸を含むことができ、ここで
、強酸は≦３．０のｐＫａを有する。バインダー組成物は、エマルジョンポリマーおよび
場合によって可溶性ポリマーからの合計カルボン酸の当量に対して、最高０．２当量まで
、例えば、０．０１から０．１８当量の強酸を含有し得る。強酸は、鉱酸、例えば、硫酸
、または有機酸、例えば、スルホン酸であり得る。鉱酸が好ましい。
【００５０】
　バインダー組成物の乾燥（水性形態で適用されるならば）および硬化において、加熱時
間および温度は、乾燥速度、加工もしくは取り扱いの容易性、およびバインダーを有する
物品の特性発揮に影響を及ぼすであろう。１００℃以上で、最高４００℃までの好適な熱
処理を３秒から１５分間持続することができる。好ましくは、熱処理温度は１５０℃以上
；さらに好ましくは１５０℃から２２５℃；なお一層好ましくは１５０℃から２００℃の
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範囲である。リン含有促進剤が使用される本発明のこれらの実施形態において、最高１５
０℃までの熱処理温度が好ましい。その上にバインダー組成物が適用される基体が木材を
含む場合、１００℃から２２０℃までの温度が好ましい。
【００５１】
　本発明の一つの実施形態において、バインダー組成物の乾燥および硬化は、所望により
、２以上の独立した工程で行うことができる。例えば、バインダー組成物を実質的に乾燥
させるが、実質的に硬化させないために十分な温度および時間で、バインダー組成物をま
ず加熱し、続いて硬化を行うために、さらに高い温度および／またはさらに長い時間で、
二度目の加熱をすることができる。「Ｂ－ステージング（Ｂ－ｓｔａｇｉｎｇ）」と称す
るこのような手順を用いて、バインダー処理された不織物を、例えば、ロール形態で提供
することができ、これらは、後に、硬化プロセスと同時に、特定の構造に形成または成形
するかどうかに関わらず、硬化させることができる。
【００５２】
　バインダー組成物は、不織繊維、例えば、ガラス繊維、ポリエステル繊維、レーヨン繊
維、ナイロン繊維、超吸収繊維などを結合させ、これにより不織ウェブまたは不織布を形
成するのに適している。
【実施例】
【００５３】
　これらの実施例は、本発明の特定のバインダー組成物およびかかる組成物と比較したも
のを説明する。
【００５４】
　（実施例１および比較例２　エマルジョンコポリマー合成）
　（実施例１）
　パドルスターラー、熱電対、窒素入口、および還流冷却器を備えた５リットルの丸底フ
ラスコに、８７６．４グラムの脱イオン水、２４．２グラムの次亜リン酸ナトリウム一水
和物、２８．５グラムのラウリルエーテル硫酸ナトリウム界面活性剤溶液（３０％）、３
．１グラムの水酸化ナトリウム、および０．０５８グラムの阻害剤を入れた。混合物を７
９℃に加熱した。
【００５５】
　４５９．７グラムの脱イオン水、８９．２グラムのラウリルエーテル硫酸ナトリウム界
面活性剤溶液（３０％）、５５３．９グラムのブチルアクリレート、９６９．７グラムの
スチレン、および２６８．９グラムのアクリル酸を用いて、モノマーエマルジョンを調製
した。このモノマーエマルジョンの９７．０グラムのアリコートを反応フラスコに添加し
、続いて、３３．３グラムの脱イオン水中に溶解させた７．４グラムの過硫酸アンモニウ
ムの溶液を添加した。発熱反応および反応温度を８６℃に維持した後、モノマーエマルジ
ョンおよび、１５６．９グラムの脱イオン水中７．４グラムの過硫酸アンモニウムの別の
溶液を、合計１３０分にわたって徐々に添加した。これらの添加が完了した後、３９７．
４グラムの脱イオン水中に溶解させた４２．６グラムの水酸化ナトリウムの溶液を添加し
た。４．８グラムの脱イオン水中の０．０２２グラムの硫酸第一鉄７水和物の溶液ならび
に４．８グラムの脱イオン水中に溶解させた０．０２２グラムのエチレンジアミン四酢酸
四ナトリウム塩の溶液を反応混合物に添加した。３１．２グラムの脱イオン水で希釈した
７．９グラムの水性ｔｅｒｔ－ブチルヒドロペルオキシド（７０％）の溶液および６２．
８グラムの脱イオン水中に溶解させた５．３グラムの重亜硫酸ナトリウムの溶液を、反応
混合物に添加した。短時間保持した後、３１．２グラムの脱イオン水で希釈した７．９グ
ラムの水性ｔｅｒｔ－ブチルヒドロペルオキシド（７０％）および６２．８グラムの脱イ
オン水中に溶解させた５．３グラムの重亜硫酸ナトリウムの溶液を反応混合物に徐々に添
加した。これらの溶液の添加が完了した後、４７．６グラムの脱イオン水を添加し、反応
混合物を室温に冷却した。反応混合物を冷却したら、殺生物剤を添加し、ラテックスを濾
過した。
【００５６】
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　得られたラテックスはおよそ４６．０％の固形分を有していた。表Ａに示すように、実
施例１のコポリマーエマルジョンは５５℃のＴｇを有していた。
【００５７】
　（比較例２）
　スターラー、熱電対、窒素入口、および還流冷却器を備えた５ガロンステンレス鋼リア
クターに、３２２１．７グラムの脱イオン水、１０９．１グラムの次亜リン酸ナトリウム
一水和物、１２８．４グラムのラウリルエーテル硫酸ナトリウム界面活性剤溶液（３０％
）、１３．９グラムの水酸化ナトリウム、および０．２６グラムの阻害剤を添加した。混
合物を７９℃に加熱した。
【００５８】
　２２５７．７グラムの脱イオン水、４０１．５グラムのラウリルエーテル硫酸ナトリウ
ム界面活性剤溶液（３０％）、４２２０．３グラムのブチルアクリレート、２６３８．７
グラムのスチレン、および１２１０．４グラムのアクリル酸を用いて、モノマーエマルジ
ョンを調製した。このモノマーエマルジョンの４４３．１グラムのアリコートを反応フラ
スコに添加し、続いて、１６７．６グラムの脱イオン水中に溶解させた３３．２グラムの
過硫酸アンモニウムの溶液を添加した。発熱反応および反応温度を８６℃に維持した後、
モノマーエマルジョンおよび、７０７．４グラムの脱イオン水中３３．２グラムの過硫酸
アンモニウムの別の溶液を、合計１３０分にわたって徐々に添加した。これらの添加が完
了した後、２１６４．７グラムの脱イオン水中に溶解させた１９２．６グラムの水酸化ナ
トリウムの溶液を添加した。３２．４グラムの脱イオン水中の０．０９７グラムの硫酸第
一鉄７水和物の溶液ならびに３２．４グラムの脱イオン水中に溶解させた０．０９８グラ
ムのエチレンジアミン四酢酸四ナトリウム塩の溶液を反応混合物に添加した。１５８．８
グラムの脱イオン水で希釈した３５．６グラムの水性ｔｅｒｔ－ブチルヒドロペルオキシ
ド（７０％）の溶液および３０１．０グラムの脱イオン水中に溶解させた２３．７グラム
の重亜硫酸ナトリウムの溶液を、反応混合物に徐々に添加した。短時間保持した後、１５
８．８グラムの脱イオン水で希釈した３５．６グラムの水性ｔｅｒｔ－ブチルヒドロペル
オキシド（７０％）および３０１．０グラムの脱イオン水中に溶解させた２３．７グラム
の重亜硫酸ナトリウムの溶液を反応混合物に徐々に添加した。これらの溶液の添加が完了
した後、１０９．９グラムの脱イオン水を添加し、反応混合物を室温に冷却した。反応混
合物を冷却したら、殺生物剤を添加し、ラテックスを濾過した。
【００５９】
　得られたラテックスはおよそ４４．７％の固形分を有していた。表Ａに示すように、比
較例２のコポリマーエマルジョンは１５℃のＴｇを有していた。
【００６０】
【表１】

【００６１】
　（実施例３　ポリオール架橋剤（β－ヒドロキシアミド＃１　ε－カプロラクトンとジ
エタノールアミンとの反応生成物）の製造
　凝縮器、熱電対、およびメカニカルスターラーを備えた１Ｌフラスコに、１５７．５グ
ラム（１．５モル）のジエタノールアミン（ＤＥＯＡ）を添加した。室温で１気圧の窒素
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下、外部加熱なしで開始して、１７１．２グラム（１．５モル）のε－カプロラクトンを
反応フラスコにピペットにより少量ずつ１時間にわたって添加した。反応混合物は若干発
熱して３１℃を示した。ε－カプロラクトンの添加が完了した後、反応混合物をさらに１
時間攪拌した。
【００６２】
　（実施例４～１０および比較例１１～１４：バインダー組成物の製造）
　バインダー組成物の成分を表Ｂに示した量で組み合わせた。連続して攪拌された５リッ
トルフラスコ中、ポリオールをラテックスに添加し、続いて促進剤、次いで水を添加した
。
【００６３】
【表２】

【００６４】
　不織繊維マットの製造手順
　３／４インチＫ　Ｆｉｂｅｒ湿潤チョップ（オハイオ州トレドに本社があるＯｗｅｎｓ
　Ｃｏｒｎｉｎｇにより製造）を用い、１シートあたり約７．６グラムのガラス繊維（１
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た。ＮＡＬＣＯ７７６８ポリアクリルアミド粘度調節剤（イリノイ州ネーパービルに本社
があるＮａｌｃｏ　Ｃｏｍｐａｎｙにより製造）、およびＮＡＬＣＯ　０１ＮＭ１４９分
散剤（イリノイ州ネーパービルに本社があるＮａｌｃｏ　Ｃｏｍｐａｎｙにより製造）を
用いて、ガラス繊維を水中に分散させた。Ｗｉｌｌｉａｍｓ　Ｓｔａｎｄａｒｄ　Ｐｕｌ
ｐ　Ｔｅｓｔｉｎｇ　Ａｐｐａｒａｔｕｓ（ニューヨーク州ウォータータウンに本社があ
るＷｉｌｌｉａｍｓ　Ａｐｐａｒａｔｕｓ　Ｃｏｍｐａｎｙにより製造）、ハンドシート
型中でハンドシートを形成する。湿潤シートを真空ステーションに移し、ここで、バイン
ダーを湿潤シート上に直接注ぐことにより、本発明のバインダー組成物（実施例６～１３
）および比較組成物（実施例１４～１６）で飽和させ、次いで真空により脱水した。シー
トを強制空気オーブン中、３０秒間、２１０℃で乾燥／硬化させた。
【００６５】
　不織マットの機械的性質試験
　ガラス繊維不織ハンドシートを引っ張り試験のために１インチ×５インチストリップに
切り出した。Ｔｈｗｉｎｇ－Ａｌｂｅｒｔ　Ｉｎｔｅｌｌｅｃｔ　５００引っ張り試験機
（ニュージャージー州ウェストベルリンに本社があるＴｈｗｉｎｇ－Ａｌｂｅｒｔ　Ｉｎ
ｓｔｒｕｍｅｎｔ　Ｃｏｍｐａｎｙにより製造）を用い、２００　ｌｂロードセル、１イ
ンチ／分のクロスヘッド速度、２０％感度、および３インチギャップで、乾燥および加熱
／湿潤試験を各サンプルからの７つのストリップに関して行った。製造したストリップに
関して乾燥引っ張り試験を行った。１０分間８５℃の水中にストリップを浸漬し、次いで
ストリップを取り出した直後に、ストリップが依然として濡れたままで、加熱／湿潤引っ
張り強度試験を行った。１ｋＮロードセルと、－１００から４００°Ｆ（－７３℃から２
０４℃）の温度範囲性能を有するジョーを収容したオーブンチャンバーとを備えたＩｎｓ
ｔｒｏｎ４２０１引っ張り試験機（マサチューセッツ州ノーウッドに本社がある、Ｉｎｓ
ｔｒｏｎにより製造）を用いて、製造したストリップに関して加熱／乾燥引っ張り試験を
行った。試験前に、引っ張り試験機のオーブンチャンバーを３０２°Ｆ（１５０℃）に予
熱した。予熱したら、ストリップをジョー中に置き、オーブンチャンバーを閉鎖し、３０
２°Ｆ（１５０℃）にもどして平衡化させた。サンプルを次に、３インチギャップで１イ
ンチ／分のクロスヘッド速度で引き離した。
　試験結果を表Ｃに示す。
【００６６】
【表３】
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